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・産業廃棄物の不法投棄、野焼き等の不適正処理防止のため立入調査、パトロールや監視カメラの適正配置を実
施。また、産業廃棄物の排出事業者から処理計画書等の法令に基づく各種届出を受理し、公表を実施。
・産業廃棄物処理業等の申請に基づく許可・登録手続を随時実施し、許可業者に対し立入調査や指導を実施。
・ＰＣＢ廃棄物保管事業者等に対し適正保管・早期処理指導のため、立入調査を実施。

予

定

・

目

標
2018(H30)年
度の取り組み

2017(H29)年
度の取り組み

（様式２）　実行計画管理シート　

部・課 環境部

2016(H28)年
度の取り組み

2016(H28)年度
市政運営方針

＜所信表明・市政運営方針での表現＞

施策目標等

2018(H30)年度
市政運営方針

これまでの取り組み
状況

・産業廃棄物の不法投棄、野焼き等の不適正処理防止のため立入調査やパトロールを実施。また、産業廃棄物の
排出事業者から処理計画書等の法令に基づく各種届出を受理し、公表した。
・産業廃棄物処理業等の申請に基づく許可・登録手続を随時実施し、許可業者に対し立入調査や指導をした。
・ＰＣＢ廃棄物保管事業者等に対し立入調査や指導を実施。ＰＣＢ含有電気機器等の保有に関する調査をした。

産業廃棄物適正処理推進事業

取り組み状況

基本目標等

（関連施策目標等）

自然と共生し、美しい環境を守り育てるまち
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(
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)

26　安全で良好な生活環境が確保されたまち

事業概要
（目的・内容等）

産業廃棄物の適正な処理のため、排出事業者に対し、各種届出の受理や指導を行うとともに、産業廃棄物処理
業等の許可、指導を行う。
①産業廃棄物の不法投棄や野焼き、野積みなどの不適正処理を行う排出事業者に対し適正処理指導を行う。ま
た産業廃棄物の排出事業者から産業廃棄物処理計画書などの法令に基づく各種届出等を受理し公表等を行う。
②産業廃棄物処理業及び処理施設等に係る許可や、使用済自動車に係る引取業等の登録及び解体業等の許
可に係る事務を行う。許可登録事務等について�、申請者から手数料を徴収する。
また、許可事業者及び登録事業者に立入検査を実施し、適正な処理に係る指導を行う。
③PCB廃棄物�、法令により処理期限が定められているため、PCB廃棄物を保有する事業者に対し、早期に処理
を行うよう指導する。

環境総務課事業名 153

市
長
公
約
と
の
関
係

不適正処理防止のため、パトロール（338件）や監視カメラ（ダミーを含む）の設置（9か所）を行うとともに、産業廃棄
物と一般廃棄物の分別排出指導や立入検査（77件）を実施した。また、法令に基づく各種届出の受理や許可の手
続きなどを実施した。
PCB廃棄物等について�、保管・使用している可能性のある事業者に対して掘り起こし調査（576件）を行った。

所信表明

・産業廃棄物の不法投棄、野焼き等の不適正処理防止のため立入調査、パトロールや監視カメラの適正配置を実
施。また、産業廃棄物の排出事業者から処理計画書等の法令に基づく各種届出を受理し、公表を実施。
・産業廃棄物処理業等の申請に基づく許可・登録手続を随時実施し、許可業者に対し立入調査や指導を実施。
・ＰＣＢ廃棄物保管事業者等に対し適正保管・早期処理指導のため、立入調査を実施。

・産業廃棄物の不法投棄、野焼き等の不適正処理防止のため立入調査、パトロールや監視カメラの適正配置を実
施。また、産業廃棄物の排出事業者から処理計画書等の法令に基づく各種届出を受理し、公表を実施。
・産業廃棄物処理業等の申請に基づく許可・登録手続を随時実施し、許可業者に対し立入調査や指導を実施。
・ＰＣＢ廃棄物保管事業者等に対し適正保管・早期処理指導のため、立入調査を実施。

2017(H29)年度
市政運営方針

総
合
計
画
と
の
関
係

（関連施策目標等）

4つの重点的に進める
施策との関係

基本目標

施策目標

総

合

戦

略

と

の

関

係



千円 （建設経費 千円 , 用地費 千円 ）

H31指標名 H26

指標名

指標の説明

○

指標の説明

産業廃棄物の不適正処理に関する通報のう
ち、処理が完了した件数／通報件数

H30

単位H26 H29

指

標

の

実

績

（

評

価

）

目標値(H31)

単位H31H29H26 H27

H31

施策指標

0整備事業の場合の総事業費 00

事業費（決算ベース）

指標の説明

目標値(H31)

指標名 施策指標

H28

指

標

の

実

績

（

評

価

）

H30H27 H28

2019(H31)年
度の取り組み

予

定

・

目

標

93.386.7

H29

今後の対応
産業廃棄物の発生抑制、適正処理に向けた啓発や市内パトロールによる未然防止及び早期対応、監視カメラの
適正配置を行う。

課題 産業廃棄物などの不法投棄や野焼き等の不適正処理による環境汚染を防止することが求められている。

・産業廃棄物の不法投棄、野焼き等の不適正処理防止のため立入調査、パトロールや監視カメラの適正配置を実
施。また、産業廃棄物の排出事業者から処理計画書等の法令に基づく各種届出を受理し、公表を実施。
・産業廃棄物処理業等の申請に基づく許可・登録手続を随時実施し、許可業者に対し立入調査や指導を実施。
・ＰＣＢ廃棄物保管事業者等に対し適正保管・早期処理指導のため、立入調査を実施。

施策指標
指

標

の

実

績

（

評

価

）

指標の説明

89.3

指標名

指

標

の

実

績

（

評

価

）

H28

目標値(H31)H27

産業廃棄物の不適正処理に関する通
報に対する処理完了率

処理完了率�増加傾向となっている。

H31H30 目標値(H31) 単位

100 ％

備考

実

績

(

評

価

)

H28 H29 単位H30

H26

2017(H29)年度

達成状況（実行計画） ○：達成に向けて進行・継続中

単位：千円

年度 事業費総額 国庫支出 府支出金 起債 受益者負担 その他 一般財源

2016(H28)年度

2019(H31)年度

2018(H30)年度

関連指標
施策指標

H27


